
 

                                                        

   申告が必要かどうか、確定申告・町県民税申告か簡易的に判断できます。 

申告する人の状況によっては異なる場合があります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

※１ 所得証明が必要な人、国民健康保険税などの軽減措置を受ける人などは町県民税の申告が必要  

※２ 暗号資産などの所得、住宅借入金等特別控除、雑損控除、国外居住親族の扶養控除の申告は、役場の申告会場では受付で

きません。 

※３ 営業所得などの経費の適否は税務署へ相談 

 

 
 
 

申告フローチャート 

申告不要 

 

令
和
７
年
１
月
１
日
に
阿
久
比
町
に
住
ん
で
い
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はい 

いいえ 

 

令
和
７
年
１
月
１
日
に
住
ん
で
い
た
市
区
町
村
で
申
告
し
て
く
だ
さ
い 

令
和
６
年
中
に
ど
の
よ
う
な
収
入
が
あ
り
ま
し
た
か
？ 

収入なしまたは非課税となる収入（遺族年金・障害年金）のみ 

主に 

年金収入 

４００万円以下の年金収入のみで控除がない 

４００万円以下の年金収入以外に２０万円以

下の所得がある 

・年金収入以外に２０万円を超える所得がある 

・医療費控除などの所得控除を追加・変更する 

・年金収入が４００万円を超えている。 

申告不要※１ 

町県民税申告 

確定申告（役

場・字出張受

付可）※２ 

主に 

給与収入 

年末調整済の給与収入（１か所）のみ 

年末調整済の給与収入（１か所）以外に２０万円

以下の所得がある 

・給与収入以外に２０万円を超える所得がある 

・２か所以上からの給与収入がある 

・医療費控除などの所得控除を追加・変更する 

・年末調整をしていない 

申告不要 

町県民税申告 

確定申告（役

場・字出張受

付可）※２ 

 営業、

農業、譲

渡（株・

土地）な

ど給与や

年金以外

の収入 

所得金額より所得税の所得控除のほうが多い

（所得税がかからない）※３ 

所得金額より所得税の所得控除のほうが少ない

（所得税がかかる） 

町県民税申告 

確定申告（税

務署会場） 

町県民税申告となった場合でも、所得税の還付を受ける場合は確定申告が必要です。 


